
オーガニック・エコ農産物安定供給体制構築事業

【９９（７９）百万円】

対策のポイント
オーガニック･エコ農産物の国内シェアを拡大するため、生産者と実需者（スーパー

マーケット、レストラン等）の連携を促進し円滑なビジネス環境を整えるとともに、新
規就農･転換者の定着･拡大や地域の生産供給拠点を構築するための取組を支援します。

＜背景／課題＞
・欧米や中国・韓国では、近年、有機食品の市場が急速に拡大しており、欧米で約３～４
兆円に達しているのに対し、我が国は欧米より一桁小さい市場規模にとどまっています。

・我が国では、有機農業は気象要因から安定的な生産が難しく、「生産が点在、小口流通
が中心」等の特徴から需要サイドは効率的・安定的な農産物の確保が難しいこと、環境
保全型農業はコストや労力に見合う付加価値が付かない等の課題があります。

・一方、新規就農者の約３割が有機農業での就農を希望しており、また、2020年オリンピ
ック・パラリンピック東京大会では「持続可能で環境に優しい食料の使用」が目標とな
るなど、オーガニック・エコ農業への注目が高まっています。

・こうした状況を踏まえ、我が国のオーガニック・エコ農産物の生産・市場拡大に向けて、
生産と実需の結び付けによるビジネス展開の推進や、新規就農・転換者の定着・拡大を
図ることにより、オーガニック・エコ農産物の安定供給体制の構築を進めていく必要が
あります。

政策目標
○ 市町村における有機農業の推進体制の整備率：50％（平成30年度）
○ エコファーマー累積新規認定件数：32万件（平成31年度）

＜主な内容＞
１．全国推進事業
（１）オーガニック・エコ農産物の生産・需要情報を一元化し、オンライン上で生産者と

実需者（スーパーマーケット、レストラン等）を結び付けるポータルサイトを構築す
るとともに、ポータルサイトを利用する生産・実需の関係者に対し、付加価値の付け
方や新たなビジネスを提案するコーディネーターの設置を支援します。

（２）有機ＪＡＳ認定農産物の取扱促進のための講習会やシンポジウムの開催など、実需
者や消費者向けのオーガニック・エコ農産物に関する理解増進のための活動を支援し
ます。

（３）オーガニック・エコ農業への就農・転換を促すのための先進事例の調査・分析、研
修会の開催など参入・定着の取組を支援します。

（４）オーガニック・エコ農産物の流通拡大の阻害要因となっている物流に係る課題の解
決を図るため、生産・流通・実需等の幅広い関係者が連携して実施するモデル実証プ
ロジェクトの取組を支援します。

補助率：定額
事業実施主体：民間団体等

２．地区推進事業
（１）オーガニック・エコ農産物の生産供給拠点の構築に向け、地域におけるオーガニッ

ク・エコ農業に関する安定供給力、産地販売力及び産地育成力の強化に向けた取組を
支援します。

補助率：定額
事業実施主体：協議会

（２）環境保全型農業直接支払交付金の取組を行っている農業者団体等が行う、農産物や
農産加工品の産地販売力の強化に向けた取組を支援します。

補助率：定額
事業実施主体：農業者の組織する団体等

［お問い合わせ先：生産局農業環境対策課 （０３－６７４４－０４９９）］

［平成29年度予算の概要］
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オーガニック・エコ農産物安定供給体制構築事業（拡充） 

平成29年度概算決定額 ９９（７９）百万円 

オーガニック・エコ農産物の国内シェアを拡大するため、 
生産者と実需者（スーパーマーケット、レストラン等）の連携を促進し、 
円滑なビジネス環境を整えるとともに、新規就農・転換者の定着・拡大や 
地域の生産供給拠点を構築するための取組を支援します。 

  １．全国推進事業 
補助率：定額 
事業実施主体：民間団体等 

○生産･実需情報を一元化し、 
オンライン上で生産者と実需者を 
結び付けるポータルサイトの構築 
 

○ポータルサイトを利用する生産･実需
の関係者に対し、付加価値の付け方
や新たなビジネスを提案する 
コーディネーターの設置 

等       

○生産者と実需者が実際に顔を 
合わせ、信頼の向上を図りつつ 
マッチングを行うフェアの実施 
 

○生産者と消費者の交流会や 
 シンポジウムの開催 
 

○実需者向けの有機JAS認定農産物 
の取扱促進のための講習会の開催                
             等 

  ２．地区推進事業 補助率：定額 
事業実施主体：民間団体等 

①安定供給力強化 
 栽培技術の実証、栽培技術講習会の開催 
 

②産地販売力強化 
 オーガニック・エコ農産物のブランド化の取組、消費者・実需者等 
 との現地交流会の開催  
 

③産地育成力強化 
 オーガニック・エコ農業への就農・転換希望者の現地説明会、 
 有機JAS取得のための講習会開催                等  

（１）生産供給拠点の構築 

○オーガニック・エコ農業へ 
就農･転換を促すための先進事例 
の調査･分析や研修会の開催 

等 

（３）新規就農・転換者の 
  拡大 

オーガニック・
エコへの新規就
農の方法 

（１）生産・実需情報の 
  共有基盤の構築・活用 

（２）生産･実需･消費の 
 連携による価値共創･理解増進 

オーガニック・エコ 

有機栽培  
実証圃 

（４）流通上の課題解決に向けたモデル実証プロジェクト 

○生産・流通・実需等の幅広い関係者がプロジェクトチームを形成し、 
オーガニック・エコ農産物の流通拡大の阻害要因となっている物流に係る 
課題の解決を図るためのモデル実証プロジェクトを実施 

 栽培技術の実証、栽培技術講習会の開催、ブランド化
の取組、有機ＪＡＳ取得のための講習会の開催等 

（２）環境保全型農業による農産物等の産地販売力の強化 
   【環境保全型農業連動型】 

 環境保全型農業直接支払交付金の取組を行っている 
農業者団体等が行う上記②の取組 堆肥の施用、有機農業 等 

化学肥料・化
学合成農薬を
原則５割以上
低減する取組 

環境保全型農業直接支払交付金の取組 

※（２）の事業実施主体は、環境保全型農業直接支払交付金の取組を 
    行っている農業者団体等に限る。 
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農業人材力強化総合支援事業
（旧 新規就農・経営継承総合支援事業）

【２０，２４４（１９,３４７）百万円】

対策のポイント
次世代を担う農業者を目指す者に対し、就農の検討・準備段階から就農開

始を経て経営を確立するまでを一連の流れとして、総合的に支援します。

＜背景／課題＞

農業就業者の平均年齢が66歳（平成27年）と高齢化する中、青年新規就農者数を倍増

させ、世代間バランスのとれた農業就業構造にしていくため、次世代を担う農業者を育

成するための支援策を総合的に講じる必要があります。

政策目標
新規就農し定着する農業者を倍増し、平成35年までに40代以下の農業従事

者を40万人に拡大

＜主な内容＞

農業競争力強化プログラム（平成28年11月 農林水産業・地域の活力創造本部決定）に

基づき、平成29年度から※で示す事項を見直します。

１．農業次世代人材投資事業（旧 青年就農給付金事業）

１４，０１３（１１，６１４）百万円
次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、「準備型」として就農前の研

修期間（２年以内）の生活安定に、「経営開始型」として就農直後（５年以内）の

経営確立に資する資金を交付します。

準備型

（１）補助率 定額

（２）事業実施主体 都道府県、全国農業委員会ネットワーク機構

（３）支援対象者 原則45歳未満（就農時）の研修に専念する就農希望者

（４）交付単価等 年間150万円、最長２年間

（５）主な交付要件等

ア 独立・自営就農又は雇用就農又は親元での就農を目指すこと

・ 研修終了後１年以内及び交付期間の1.5倍（最低２年）以上就農すること

・ 平成29年度以降の新規交付対象者から、独立・自営就農後５年以内に認定新

規就農者等になること※

・ 親元就農の場合、５年以内に経営を継承するか又は共同経営者になること

イ 平成29年度以降の新規交付対象者から、国内での２年の研修に加え、将来の営

農ビジョンとの関連性が認められて海外研修を行う場合は交付期間を１年延長※

経営開始型

（１）補助率 定額

（２）事業実施主体 市町村

経営・技術、資金、農地について支援体制が整備されていること※

（３）支援対象者 原則45歳未満の独立・自営就農する認定新規就農者

［平成29年度予算の概要］
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［平成29年度予算の概要］

（４）交付単価等 年間最大150万円、最長５年間

平成27年度以降の新規交付対象者から、前年所得に応じて交付額を変動

（５）主な交付要件等

ア 独立・自営就農であること

・ 市町村等が適切な営農をしていないと判断した場合は打ち切り

・ 親からの経営継承（親元就農から５年以内）や親の経営から独立した部門経

営を行う場合も対象

・ 農地は親族からの貸借が主であっても対象とするが、５年間の交付期間中に

所有権移転すること

・ 平成29年度以降の新規交付対象者から、交付終了後、交付期間と同期間以上

営農すること※

イ 交付３年目に経営確立の見込み等について中間評価を行い、支援方針を決定※

ウ 平成29年度以降の新規交付対象者から、早期に経営確立し、さらなる経営発展

に繋がる取組を行う者に対し、最大 150万円（又は３年目交付額の２倍のうち低

い額以内の額）を交付し、本事業から卒業※

２．農の雇用事業 ５，５５８（７，１５０）百万円
青年の農業法人への雇用就農を促進するため、法人が新規就業者に対して実施す

る実践研修等を支援するとともに、雇用した新規就業者の新たな法人独立に向けた

研修を支援します。また、法人による従業員等の国内・海外派遣研修を支援します。

（１）補助率 定額

（２）事業実施主体 全国農業委員会ネットワーク機構

（３）支援対象者 原則45歳未満の正社員を雇用し、生産技術等の実践的な研修を実施

する農業法人 等

（４）交付単価等 年間最大120万円、最長２年間（法人独立に向けた研修は年間最大

120万円、最長４年間（３年目以降年間最大60万円））

（５）主な交付要件等

ア 過去５年間に本事業の対象となった雇用就農者の定着率が一定以上であること※

イ 労働保険（雇用保険、労災保険）に加入すること

農業法人は社会保険（厚生年金保険、健康保険）に加入すること

ウ 研修対象者は研修実施法人等に正社員として研修開始時点で４ヶ月以上雇用され

ていること

３．農業経営確立支援事業（旧 新規就農者育成支援事業）

６７３（５８３）百万円
優れた経営感覚を備えた農業者の育成支援と新規就農者の裾野拡大のため、以下

の取組を促進します。

・ 農業高校生等の若者の就農意欲を喚起する取組

・ 経営力や技術力の習得を図る農業教育機関等のレベルアップのための取組

・ 農業大学校・農業高校の新規学卒者や農業への転職を希望する他産業従事者

等を実際の就農に結び付ける取組

・ 農業者が営農しながら経営ノウハウを学べる「農業経営塾」の創出※

補助率：定額、１／２

事業実施主体：都道府県、民間団体

［お問い合わせ先：経営局就農・女性課 （０３－３５０２－６４６９）］

takahiro_mori850
スタンプ



農業人材力強化総合支援事業

（農業経営塾運営支援事業）

【１５０百万円】

対策のポイント

優れた経営感覚を備えた担い手の育成のため、地方における農業経営塾の

開講の準備を支援します。

＜背景／課題＞

・「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、今後の農業界を牽引する優れた経営感覚を

備えた担い手を育成するため、農政新時代に必要な人材力を強化するシステムの整備

を図ることが必要です。

・その一環として、地方の農業者が営農しながら体系的に経営を学ぶ場（農業経営塾）

を開講する必要があります。

政策目標

○新規就農し定着する農業者を倍増し、10年後（平成35年まで）に40代以下

の農業従事者を40万人に拡大

○次世代を担う優れた経営感覚を備えた農業者の育成

＜主な内容＞

モデル県における平成29年度からの農業経営塾の開講のために、カリキュラム検討、

受講生の募集、研修設備の高度化等の開講準備に要する経費を支援します。

補助率：定額、１／２

事業実施主体：都道府県、大学、民間団体等

［お問い合わせ先：経営局就農・女性課 （０３－６７４４－２１６０）］

［平成28年度補正予算の概要］
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活
躍
す
る
先
進
的
取
組
を
全
国
に

 
 
拡
大
。
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荒廃農地等利活用促進交付金
【２３１（２３１）百万円】

対策のポイント
荒廃農地等を引き受けて作物生産を再開する農業者や農地中間管理機構等

が行う再生作業、土壌改良、営農定着、加工・販売の試行、施設等整備を総
合的に支援します。

＜背景／課題＞

・我が国農業の競争力を強化し、持続可能なものとするためには、食料の安定供給にと
って不可欠であり、農業生産の基盤である農地の確保及びその有効利用を図っていく
ことが重要です。

・このため、農業者や農業者組織、参入企業等の担い手や農地中間管理機構等が行う荒
廃農地等を再生利用する取組を推進し、荒廃農地の発生防止と解消を図ります。

政策目標
○平成37年までに農用地区域において、4.5万haの荒廃農地を再生

＜主な内容＞

１．荒廃農地の再生利用活動への支援
１号遊休農地（荒廃農地<Ａ分類>）※１の再生作業（雑木の除去等）、土壌改良（肥

料の投入等）、営農定着（再生農地への作物の導入等）、経営展開（加工品試作及び試
験販売の取組等）を支援します。

２．荒廃農地の発生防止活動への支援
２号遊休農地※２から１号遊休農地への悪化を防止するために必要な低コスト整備

の取組を支援します。
※１ 「１号遊休農地（荒廃農地<Ａ分類>）」とは、農地法第32条第１項第１号に規定する農地で、再生作業の実

施によって耕作が可能となる荒廃農地（市町村等が実施する荒廃農地調査においてＡ分類に区分された農

地のこと。なお、これとは別に再生利用が困難と見込まれる荒廃農地<Ｂ分類>がある。）。

※２ 「２号遊休農地」とは、農地法第32条第１項第２号に規定する農地で、周辺の地域における農地の利用の

程度と比較して著しく劣っている農地。

３．施設等の整備への支援
荒廃農地の再生利用・発生防止に必要な基盤整備（暗きょ、農道の整備等）や農業

用機械・施設（収穫機、ビニールハウス）、農業体験施設（市民農園等）等の整備を
支援します。

４．附帯事業への支援
都道府県・市町村が行う農地利用調整等の取組を支援します。

※ 東日本大震災復興のため耕作放棄地再生利用緊急対策交付金で措置していた「被災者支援型」については、本交付

金によって引き続き支援します。

補助率：定額（再生作業５万円／10ａ等）、 １／２、55％等

事業実施主体：農業者、農業者が組織する団体、農業法人等

［お問い合わせ先：農村振興局地域振興課 （０３－６７４４－２６６５）］

［平成29年度予算の概要］
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荒
廃
農
地
等
利
活
用
促
進
交
付
金
の
概
要

 
【
平
成

2
9
年
度
予
算
概
算
決
定
額
：
２
３
１
（
２
３
１
）
百
万
円
】

 

【
対
 象

 者
】
 

○
 
「
人
・
農
地
プ
ラ
ン
」
の
中
心
経
営
体
等
に
位
置
付
け
ら
れ
た
農
業
者
、
農
業
 

 
者
等
が
組
織
す
る
団
体
（
任
意
組
織
、
法
人
組
織
、
参
入
企
業
等
）
の
ほ
か
、
農
 

 
地
中
間
管
理
機
構
、
農
業
協
同
組
合
等
の
農
業
団
体
。
 

 
 
※
「
中
心
経
営
体
等
」
に
は
、
「
今
後
、
地
域
の
中
心
経
営
体
と
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
」
と
市
 

 
  
 
  
町
村
が
認
め
た
者
を
含
む
。
ま
た
、
東
日
本
大
震
災
復
興
の
た
め
耕
作
放
棄
地
再
生
利
用
緊
急
対
 

 
  
 
  
策
交
付
金
で
措
置
し
て
い
た
「
被
災
者
支
援
型
」
は
、
本
交
付
金
に
よ
っ
て
引
き
続
き
支
援
。
 

【
対
象
農
地
】
 

国  

都 道 府 県  

市 町 村  

・
 整

地
等
の
低
コ
ス
ト
整
備
。

 

・
 荒

廃
農
地
等
を
活
用
し
て
放
牧
事
業
（
※
１
）
 

 に
取
り
組
む
際
に
牧
柵
等
を
整
備
。

 

再
生
利
用
活
動

 

・
 再

生
作
業

(雑
木
の
除
去
等
)、

土
壌
改
良
、
 

 営
農
定
着
、
加
工
・
販
売
の
試
行
等
の
取
組
。

 

施
設
等
の
整
備

 

・
 再

生
農
地
の
暗
き
ょ
・
農
道
等
の
基
盤
整
備
、

 
 生

産
再
開
に
必
要
な
収
穫
機
や
ハ
ウ
ス
等
の
農

 
 業

用
機
械
・
施
設
、
農
業
体
験
施
設
の
整
備
。

 

荒
廃
農
地
（
再
生
前
）

 

２
号
遊
休
農
地
へ
の
支
援
 

・
 １

号
遊
休
農
地
の
支
援
と
同
じ
。

 
【
交
付
金
の
流
れ
】
 

【
そ
の
他
実
施
要
件
】
 

【
主
な
支
援
内
容
】
 

 
○

 
農
業
者
や
農
業
者
組
織
等
が
、
荒
廃
農
地
等
を
引
き
受
け
て
作
物
生
産
を
再
開
す
る
た
め
に
行
う
、
再
生
作
業
、
土
壌
改
良
、
営
農
定
着
、

 
 

 
加
工
・
販
売
の
試
行
、
施
設
等
の
整
備
を
総
合
的
に
支
援
し
ま
す
。

 

１
号
遊
休
農
地
（
荒
廃
農
地
<
Ａ
分
類

>）
へ
の
支
援
 

連
携
事
業

 

  
※
１
「
地
域
づ
く
り
放
牧
事
業
」
（
生
産
局
所
管
）

 
  
※
２
「
果
樹
農
業
好
循
環
形
成
総
合
対
策
事
業
」
（
同
上
）

 

・
 ２

号
遊
休
農
地
を
対
象
と
し
て
、
農
地
中
間

 
 
管
理
機
構
が
果
樹
の
改
植
事
業
(※

２
)を

行
う
 

 
際
に
果
樹
棚
等
を
整
備
。

 

荒
廃
農
地
を
活
用
し
た
放
牧
 

○
総
事
業
費
が

20
0万

円
/
件
未
満
。

 
○
再
生
さ
れ
た
農
地
に
お
い
て
５
年
間
以
上
耕
作
さ
れ
る
こ
と
。

 
○
補
助
率
：
定
額
（
１
／
２
相
当
（
再
生
利
用
活
動

 
５
万
円

/1
0
a、

発
生
防
止
活
動

 ２
万
円
/
1
0
a等

）
）

 
 
 
 
  

 
 
 
１
／
２
、

5
5％

等
（
重
機
を
用
い
て
行
う
再
生
作
業
、
施
設
等
の
整
備
）

 
  

 
 

  
 

１
号
遊
休
農
地
（
荒
廃
農
地
<Ａ

分
類

>）
 

・
 
農
地
法
第

32
条
第
１
項
第
１
号
に
規
定
す
る
 

 
農
地
で
、
再
生
作
業
の
実
施
に
よ
っ
て
耕
作
が

 
 
可
能
と
な
る
荒
廃
農
地
（
市
町
村
等
が
実
施
す
 

 
る
荒
廃
農
地
調
査
に
お
い
て
Ａ
分
類
に
区
分
さ

 
 
れ
た
農
地
）
。

 

 ２
号
遊
休
農
地
 

・
 
農
地
法
第

32
条
第
１
項
第
２
号
に
規
定
す
る
 

 
農
地
で
、
周
辺
の
地
域
に
お
け
る
農
地
の
利
用
 

 
の
程
度
と
比
較
し
て
著
し
く
劣
っ
て
い
る
農
地
。

 

再
生
作
業
後
、
作
物
を
作
付
け

 

基
盤
整
備
等
の
実
施
に
よ
り
再
生
利
用
が
可
能

 

果
樹
棚
の
整
備
 

・
附
帯
事
業
へ
の
支
援
 

都
道
府
県
・
市
町
村
が
行
う
農
地
利
用
調
整
等
の
取
組
を
支
援
。

 
交
付
対
象
者

 

農
業
者
組
織

 

参
入
法
人

 
等

 

農
 
業

 
者

 

農
地
中
間
管
理
機
構

 
 

発
生
防
止
活
動

 

施
設
等
の
整
備

 

○
 
農
振
農
用
地
区
域
内
の
以
下
の
農
地
を
対
象
（
農
業
体
験
施
設
の
場
合
は
除
く
）
。

  

※
附
帯
事
業
の
場
合
は
、
都
道
府
県
・
市
町
村

 低
コ
ス
ト
整
備
に
よ
り
耕
作
再
開
が
可
能

 

整
地
を
行
っ
て
い
る
農
地

 
遊
休
農
地
 

農
業
用
機
械
 

農
業
用
ビ
ニ
ー
ル
ハ
ウ
ス
 

溶
け
込
み
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農山漁村振興交付金
【１０，０６０（８，０００）百万円】

対策のポイント
農山漁村が持つ豊かな地域資源を活用した観光・福祉・教育等の取組や農

山漁村への定住等を促進し、農山漁村の振興を図ります。

＜背景／課題＞
・農山漁村においては、人口の減少・高齢化等に伴い、地域コミュニティの活力低下が
進み、地域経済が低迷する一方、都市部においては、農山漁村の価値が再認識されて
います。

・こうした中、農山漁村の維持発展等に向けて、農業者等の地域住民の就業の場を確保
するとともに、地域の創意工夫による取組を進め、所得の向上や雇用の増大に結びつ
けていくことが必要です。

・特に「農泊」の推進を通じて、増大するインバウンド需要を呼び込み、農山漁村の所
得の向上を図ることが重要となっています。

・また、一億総活躍社会の実現に向け、農業と福祉が連携した農福連携への期待が全国
的に高まっています。

・このため、農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した都市と農村との共生・対流
等を推進する取組、農福連携を推進する取組、地域資源を活用した所得の向上や雇用
の増大に向けた取組、「農泊」を推進する取組、農山漁村における定住等を図るため
の取組等を総合的に支援し、農山漁村の活性化を推進します。

政策目標
平成32年度までに、都市と農山漁村の交流人口を1,450万人まで増加させる

ことなどにより、農山漁村の自立発展を目指す。

＜主な内容＞
１．都市農村共生・対流及び地域活性化対策 １，４４７（１,９１５）百万円

農山漁村が持つ豊かな自然や｢食｣を活用した地域の活動計画づくりや実践活動、
意欲ある都市の若者等の地域外の人材を長期的に受け入れる取組を支援します。
また、福祉農園等の整備を支援する地域を農村地域まで拡充し、福祉と連携し

た農業活動等の取組を全国的に支援します。

２．山村活性化対策 ７８０（７５０）百万円
特色ある豊かな地域資源を有する山村の所得の向上や雇用の増大に向け、薪炭

・山菜等の山村の地域資源等の潜在力を再評価し活用する取組を支援します。

３．農泊推進対策 ５，０００（－）百万円
「農泊」を持続的な観光ビジネスとして推進し、農山漁村における所得の向上

や雇用の増大を図るため、自立的に活動できる体制の構築、地域資源を観光コン
テンツとして磨き上げる取組及び古民家等を活用した滞在施設や農林漁業体験施
設等の整備を支援します。

４．農山漁村活性化整備対策 ２，８３３（５，３３５）百万円
市町村等が作成する活性化計画に基づき、農山漁村における定住や地域間交流

の促進、所得の向上や雇用の増大を図るための施設等の整備を支援します。

交付率：定額、１／２等
事業実施主体：都道府県、市町村、地域協議会、農林漁業者の組織する団体等

お問い合わせ先：
都市農村共生・対流対策及び農泊推進対策に関すること

農村振興局都市農村交流課 （０３－３５０２－５９４６）
地域活性化対策に関すること

農村振興局農村計画課 （０３－６７４４－２２０３）
山村活性化対策に関すること

農村振興局地域振興課 （０３－６７４４－２４９８）
農山漁村活性化整備対策に関すること

農村振興局地域整備課 （０３－３５０１－０８１４）

［平成29年度予算の概要］
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【
平
成
２
９
年
度
予
算
概
算
決
定
額
：

 １
０

,０
６
０

 （
８

,０
０
０
）
百
万
円
】

 
農
山
漁
村
振
興
交
付
金

 

農
泊
推
進
対
策

 （
新
規
）
 

都
市
農
村
共
生
・
対
流
及
び
地
域
活
性
化
対
策
（
拡
充
）
 

山
村
活
性
化
対
策

 

期
待
さ
れ
る
効
果
（
Ｐ
） 

○
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活
性
化

 

○
農
林
水
産
物
の
販
売
額
の
増
加

 

○
農
山
漁
村
に
お
け
る
雇
用
機
会
の
創
出

 

○
都
市
と
農
山
漁
村
の
地
域
間
交
流
の
促
進

 

【
農
山
漁
村
の
活
性
化
】 

○
農
山
漁
村
へ
の
定
住
等
の
促
進

 

○
実
施
主
体
：
市
町
村
等
 

○
実
施
期
間
：
上
限
３
年
 

○
交
付
率

  
：
定
額

 (
上
限

1,
0
00
万
円
) 

活
動
計
画
づ
く
り

 
・
「
農
泊
」
を
観
光
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
自
立
的
に
活
動
で
き
る

体
制
の
構
築

 
・
伝
統
料
理
等
の
「
食
」
や
美
し
い
景
観
な
ど
の
地
域
資
源

を
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
と
し
て
磨
き
上
げ
る
取
組

 
・
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
に
対
応
す
る
た
め
の

W
i-

F
i環
境
の
構
築

や
多
言
語
標
示
板
の
設
置

 
等

 
森
林
散
策

 
地
引
き
網
漁
体
験

 

・
古
民
家
等
を
活
用
し
た
滞
在
施
設
や
農
林
漁
業
体
験
施
設

等
の
整
備

 
・
農
山
漁
村
へ
の
集
客
力
等
を
高
め
る
た
め
の
農
産
物
販
売

施
設
等
の
整
備

 
（
※
活
性
化
計
画
に
基
づ
き
実
施
）
 

農
作
物
収
穫
体
験

 

農
家
レ
ス
ト
ラ
ン
の
整
備

 
古
民
家
等
の
改
修

 

○
実
施
主
体
：
市
町
村
、
地
域
協
議
会
、
地
域
再
生
推
進
法
人
等
 

○
実
施
期
間
：
上
限
２
年
 
等
 

○
交
付
率

  
：
定
額
（
上
限
80
0万

円
等
）
、
１
／
２
等
 

農
泊
を
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
施
設
整
備

 

農
泊
を
推
進
す
る
た
め
の
体
制
構
築
、
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
の
磨
き
上
げ

 

障
害
者
に
よ
る

 
玉
ね
ぎ
収
穫

 

○
実
施
主
体
：
地
域
協
議
会
（
市
町
村
が
参
画
）
 等

 
○
実
施
期
間
：

  
 
  
 都

市
農
村
共
生
・
対
流
対
策

 
 
：
上
限
２
年
 

 
  
 地

域
活
性
化
対
策

 
 
 
 
 
 
：
上
限
５
年
 

○
交
付
率
：
定
額
（
上
限

80
0万

円
等
）
、
１
／
２
 

高
齢
者
の
い
き
が
い

農
園
の
整
備

 

○
市
町
村
等
が
作
成
す
る
活
性
化
計
画
に
基
づ
き
、
農
山
漁
村
に
お
け
る
定
住
や
地
域
間
交
流
の
促
進
、
所
得
の
向
上
や
雇
用
の
増
大
を
図
る
た
め
に
必
要
な
生
産
施
設
等
、

生
活
環
境
施
設
及
び
地
域
間
交
流
拠
点
施
設
等
の
整
備
を
支
援

 

味
噌
加
工
施
設
 

子
ど
も
農
山
漁
村

 
交
流
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

「
農
」
と
福
祉
の
連
携

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 

農
観
連
携

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 
 

空
き
家
・廃
校
活
用

 
交
流
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 

主
な
重
点

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

農
山
漁
村
活
性
化
整
備
対
策

 

農
林
水
産
物
処
理
加
工
･集

出
荷
貯
蔵
施
設
、
新
規
就
農
者
等
技
術
習
得
管
理
施
設
、
防

災
安
全
施
設
、
農
山
漁
村
定
住
促
進
施
設
、
廃
校
・
廃
屋
等
改
修
交
流
施
設
、
農
林
漁

業
・
農
山
漁
村
体
験
施
設
、
地
域
連
携
販
売
力
強
化
施
設
 
等

 

定
住
希
望
者
の
 

一
時
滞
在
施
設
 

農
産
物
直
売
施
設
 

○
実
施
主
体
：
都
道
府
県
、
市
町
村
、
農
林
漁
業
者
の
組
織
す
る
団
体
等
 

○
実
施
期
間
：
上
限
５
年
 

○
交
付
率

  
：
都
道
府
県
又
は
市
町
村
へ
は
定
額
（
実
施
主
体
へ
は
１
／
２
等
）

 
就
業
の
た
め
に
必
要
な
 

研
修
施
設
 

地
域
産
品
の
加
工
・
商
品
化
 

○
 農
山
漁
村
が
持
つ
豊
か
な
自
然
や
｢食
｣を
活
用
し
た
地
域
の
活
動

計
画
づ
く
り
や
実
践
活
動
、
意
欲
あ
る
都
市
の
若
者
等
の
地
域
外
の
人

材
を
長
期
的
に
受
け
入
れ
る
取
組
を
支
援

 
○
福
祉
農
園
等
の
整
備
を
支
援
す
る
地
域
を
農
村
地
域
ま
で
拡
充
し
、

福
祉
と
連
携
し
た
農
業
活
動
等
の
取
組
を
全
国
的
に
支
援

 

○
 特
色
あ
る
豊
か
な
地
域
資
源
を
有
す
る
山
村
の
所
得
の
向
上
や

雇
用
の
増
大
に
向
け
、
薪
炭
・
山
菜
等
の
山
村
の
地
域
資
源
等
の

潜
在
力
を
再
評
価
し
活
用
す
る
取
組
を
支
援

 

○
 
地
域
資
源
を
活
用
し
た
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
を
創
出
し
、
農
山
漁
村
滞
在
型
旅
行
を
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
実
施
で
き

る
体
制
を
持
っ
た
「
農
泊
地
域
」
の
創
出
を
通
じ
て
、
農
山
漁
村
の
所
得
を
増
加
し
て
い
く
た
め
、
ソ
フ
ト
・
ハ
ー
ド

対
策
を
一
体
的
に
支
援

 

○
 農

山
漁
村
が
持
つ
豊
か
な
自
然
や
「
食
」
を
活
用
し
た
都
市
と
農
村
と
の
共
生
・
対
流
等
を
推
進
す
る
取
組
、
農
福
連
携
を
推
進
す
る
取
組
、
地
域
資
源
を
活
用
し
た

所
得
の
向
上
や
雇
用
の
増
大
に
向
け
た
取
組
及
び
農
山
漁
村
に
お
け
る
定
住
等
を
図
る
た
め
の
取
組
等
を
総
合
的
に
支
援
し
、
農
山
漁
村
の
活
性
化
を
推
進
。

 
○

 平
成
28
年
３
月
に
策
定
さ
れ
た
「
明
日
の
日
本
を
支
え
る
観
光
ビ
ジ
ョ
ン
」
に
「
滞
在
型
農
山
漁
村
の
確
立
・
形
成
」
が
位
置
付
け
ら
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
特
に
、

訪
日
外
国
人
旅
行
者
を
含
め
た
農
山
漁
村
へ
の
旅
行
者
の
大
幅
増
加
に
よ
る
所
得
の
向
上
や
雇
用
の
増
大
を
図
る
た
め
、
日
本
な
ら
で
は
の
伝
統
的
な
生
活
体
験
や
農
山

漁
村
地
域
の
人
々
と
の
交
流
を
楽
し
む
滞
在
で
あ
る
「
農
泊
」
を
持
続
的
な
観
光
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
推
進
す
る
「
農
泊
推
進
対
策
」
を
創
設
。
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都市農業機能発揮対策事業
【１６０（１９１）百万円】

対策のポイント
都市農業の多様な機能の発揮が図られるよう、都市住民と共生する農業経

営の実現に向けた優良事例の創出、実践的な機能の強化が求められる防災協
力農地の先進事例の創出と横展開等を推進します。

＜背景／課題＞
・都市農業が果たしてきた農産物の供給機能に加えて、防災、景観形成、環境保全、農
業体験・学習の場、農業や農業政策に対する理解の醸成等の多様な機能への評価が高
まっています。

・こうした中、都市農業の振興に関し、平成27年４月に都市農業振興基本法が制定され
るとともに、平成28年５月には、同法に基づき政府として都市農業の振興に関する施
策を総合的かつ計画的に推進するため、都市農業振興基本計画が閣議決定されました。

・基本計画において示された新たな施策の方向性に沿って、都市農業の多様な機能の発
揮に向けた取組を推進していくことが必要です。

政策目標
都市住民の中での都市農業に対する肯定的評価の拡大
（意識意向調査による肯定的評価の割合（52％（平成23年度）→ 70％（平成32年度））

＜主な内容＞
１．都市農業についての課題把握

都市農業の多様な機能の発揮を促進するため、国土交通省と連携し、都市農業に
関する課題等について即地的、実証的に調査・検討を実施します。

委託費
委託先：地方公共団体等

２．都市農業の意義の周知
都市農業の多様な機能の発揮を推進するため、農業者、自治体、住民等を対象と

した専門家の派遣、講習会・啓発事業の開催等を支援します。
補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

３．防災協力農地の機能の強化
実践的な機能の強化が求められる防災協力農地について、先進事例の創出と横展

開を推進します。
補助率：定額

事業実施主体：市町村、ＪＡ、ＮＰＯ法人等

４．都市住民と共生する農業経営の実現
近接する宅地等へ配慮した都市農地の周辺環境対策等の施設整備を支援し、都市

住民と共生する農業経営の実現に向けた優良事例の創出等を推進します。また、現
場から情報発信するための広報活動を支援します。

補助率：定額
事業実施主体：地域協議会、民間団体、ＮＰＯ法人等

［お問い合わせ先：農村振興局都市農村交流課 （０３－３５０２－００３３）］

［平成29年度予算の概要］
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  〈
基
本
法
の
政
策
課
題
〉

 

 
・
都
市
農
業
の
多
様
な
機
能
の
発
揮

 
             
・
良
好
な
市
街
地
形
成
に
お
け
る
農
と
の
共
存

 
 
・
国
民
の
理
解
の
下
で
の
施
策
の
推
進

 
  

都
市
農
業
機
能
発
揮
対
策
事
業
 

 
 

 

都
市
農
業
の
機
能
発
揮

 

  
 

 
近
接
す
る
宅
地
等
へ
配
慮
し
た
都
市
農
地
の
周
辺
環
境

対
策
等
の
施
設
整
備
を
支
援
し
、
都
市
住
民
と
共
生
す
る

農
業
経
営
の
実
現
に
向
け
た
優
良
事
例
の
創
出
等
を
推
進
。

ま
た
、
現
場
か
ら
情
報
発
信
す
る
た
め
の
広
報
活
動
を
支

援
。
 

都
市
住
民
と
共
生
す
る
農
業
経
営
の
実
現

 【
拡
充
】 

都 市 農 業 振 興 基 本 法 及 び 都 市 農 業 振 興 基 本 計 画 に 沿 っ て 施 策 を 推 進  

   

 

都
市
農
業
の
意
義
の
周
知

 

農
業
者
、
自
治
体
、
住
民
等
を
対
象
と
し
た
専
門
家
の
派

遣
や
講
習
会
・
啓
発
事
業
の
開
催
等
を
支
援
。

 

 
国
土
交
通
省
と
連
携
し
、
都
市
農
業
に
関
す
る
課
題
に
つ
い

て
即
地
的
、
実
証
的
に
調
査
・
検
討
を
実
施
。
 

都
市
農
業
に
つ
い
て
の
課
題
把
握

 
 都

市
農
業
振
興
基
本
法

 
（
平
成
27
年
４
月
制
定
）
 

 〈
講
ず
べ
き
施
策
〉
 

・
農
産
物
を
供
給
す
る
機
能
の
向
上
並
び
に
担
い
手
の

 
 
育
成
及
び
確
保

 
・
防
災
、
良
好
な
景
観
の
形
成
並
び
に
国
土
及
び
環
境

 
 
の
保
全
等
の
機
能
の
発
揮

 
・
的
確
な
土
地
利
用
に
関
す
る
計
画
の
策
定
等

 
・
税
制
上
の
措
置

 
・
農
産
物
の
地
元
で
の
消
費
の
促
進

 
・
農
作
業
を
体
験
す
る
こ
と
が
で
き
る
環
境
の
整
備
等

 
・
学
校
教
育
に
お
け
る
農
作
業
の
体
験
の
機
会
の
充
実

 
 
等

 
・
国
民
の
理
解
と
関
心
の
増
進

 

住
民
を
対
象
と
し
た
啓
発
事
業

 

   

 

防
災
協
力
農
地
の
機
能
の
強
化

 

実
践
的
な
機
能
の
強
化
が
求
め
ら
れ
る
防
災
協
力
農
地
に

つ
い
て
、
先
進
事
例
（
地
区
防
災
計
画
と
の
連
携
、
避
難

訓
練
の
実
施
、
簡
易
な
防
災
兼
用
施
設
の
整
備
等
）
の
創

出
と
横
展
開
を
推
進
。

 

 
 
都
市
農
業
振
興
に
関
す
る

 
 

 
 新
た
な
施
策
の
方
向
性

 

新
鮮
で
安
全
な

 
農
産
物
の
供
給

 

都
市
住
民
の
農
業

 
へ
の
理
解
の
醸
成

 

災
害
時
の

 
防
災
空
間

 

国
土
・
環
境

 
の
保
全

 

農
業
体
験
・ 

交
流
活
動
の
場

 

心
や
す
ら
ぐ

 
緑
地
空
間

 

農
薬
飛
散
防
止
施
設
（
防
薬
ネ
ッ
ト
）
 

都
市
農
地
に
あ
る
ハ
ウ
ス
を
活
用
し
た
炊
き
出
し
訓
練

 

 都
市
農
業
振
興
基
本
計
画
 

（
平
成

28
年
５
月
閣
議
決
定
）

 

IC
T技

術
の
活
用
、

海
外
市
場
の
開
拓
等
 

現
地
に
お
け
る
実
証
調
査
と
検
討
 

（
委
託
費
）
（
委
託
先
：
地
方
公
共
団
体
等
）
 

（
補
助
率
：
定
額
）
（
事
業
実
施
主
体
：
民
間
団
体
等
）
 

（
補
助
率
：
定
額
）
（
事
業
実
施
主
体
：
市
町
村
、
Ｊ
Ａ
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
等
）
 

（
補
助
率
：
定
額
）
 

（
事
業
実
施
主
体
：
地
域
協
議
会
、
民
間
団
体
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
等
）
 

【
平
成

29
年
度
予
算
概
算
決
定
額

 
１
６
０
（
１
９
１
）
百
万
円
】

 

takahiro_mori850
スタンプ



新たな木材需要創出総合プロジェクト
【１，２１８（１，４１７）百万円】

対策のポイント
木材利用が低位な都市部の建築物等における木質化を推進するためのＣＬ

Ｔ等の製品・技術の開発・普及や、建築物・木製品・木質バイオマスなど様
々な分野での地域材利用の拡大により、新たな木材需要を創出するととも
に、これらの需要に応えうる地域材の安定的・効率的な供給体制を構築しま
す。

＜背景／課題＞
・本格的な利用期を迎えた森林資源を活かし、林業・木材産業の成長産業化を図るため
には、新たな木材需要の創出と、地域材の安定供給体制の構築を車の両輪として進め
ることが重要です。

・このため、特に木材利用が低位で潜在的需要が大きく見込まれる都市部の中高層建築
・低層非住宅建築等をターゲットとした「都市の木質化」に向け、ＣＬＴ（直交集成
板）等の新たな製品・技術の開発や一般的な建築材料としての普及を進めることが必
要です。

・平成28年度補正予算では、特に中高層建築物等への活用が期待できるＣＬＴの普及を
加速させる取組を推進しています（10億円を措置）。

・また、様々な分野における木材需要の拡大に向けた技術開発、調査や普及啓発等の取
組を効果的に進めることが必要です。

・さらに、これらの木材需要に適確に対応するため、川上から川下までの関係者間によ
る需給情報の共有化の徹底、将来的な輸出拡大に向けた森林認証制度の普及促進、民
有林と国有林の連携による地域材の安定供給体制の構築を図ることが必要です。

政策目標
国産材の供給・利用量の増加

（2,400万㎥（平成26年度）→4,000万㎥（平成37年度））

＜主な内容＞

１．都市の木質化等に向けた新たな製品・技術の開発・普及
３５３（３６５）百万円

（１）ＣＬＴ等中高層建築物等の木質化に係る技術の開発・普及
コストや構造性能・居住性能に優れた、ＣＬＴの多様な活用事例を全国各地に

創出する観点から、ＣＬＴを活用した普及性や先駆性が高い建築物の建築等を支
援します。また、それらの成果を踏まえたＣＬＴの活用方法の普及、ＣＬＴ強度
データ等の収集、中高層建築物等の木造化に向けた木質耐火部材等の開発を行い
ます。さらに、製材用材の需要拡大に向けた新たな製品・技術の開発・普及、一
般流通材による店舗等低層非住宅建築物の木造化に向けた取組を支援します。

＜各省との連携＞
○ 国土交通省 ・ＣＬＴの基準強度告示の充実に向けた検討等を実施

（２）木材を利用した建築物の建設に携わる設計者の育成等の促進
中高層建築物等への木材利用を促進するため、木材を利用した建築物に携わる

設計者等を育成する取組を支援します。また、木材の健康効果・環境貢献等の評
価・普及の取組を行います。

［平成29年度予算の概要］
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［平成29年度予算の概要］

２．地域材利用促進 ７２３（８５０）百万円
（１）公共建築物等の木造化等の促進

公共建築物等の木造化・内装木質化に向けた設計段階からの技術支援等を行い
ます。また、木造と他構造の設計を行い、両者のコスト比較などで得られたデー
タを地方公共団体等に幅広く情報提供することにより、木造化への誘導を促進し
ます。

（２）新規分野における木材利用の促進
土木分野等における全国的な実証・普及等を通じた木材利用推進の取組を支援

します。

（３）工務店等と林業・木材加工業の連携による住宅づくり等への支援
地域材の利用拡大に向けて、工務店等と林業・木材加工業が連携し、地域材の

サプライチェーンの構築や木材が見えるような意匠性の高い利用など地域材利用
が付加価値向上につながる住宅づくり等のモデル的な取組を支援します。

（４）木づかい・森林づくり活動の全国的な展開
木づかいや森林づくりに対する国民の理解を醸成するための幅広い普及啓発、

木育等の取組を支援します。

（５）木質バイオマスの利用拡大
地域密着型の小規模発電や熱利用など木質バイオマス（竹を含む。）のエネル

ギー利用及びセルロースナノファイバー等のマテリアル利用の促進に向け、サポ
ート体制の構築、燃料の安定供給体制の強化、技術開発等を支援します。

（６）海外での地域材利用
海外での日本産木材の利用拡大のため、日本産木材により内装木質化したマン

ションモデルルームによる展示・ＰＲ等の取組を支援します。

（７）違法伐採対策の推進
「クリーンウッド法」の施行・運用に向けて、違法伐採関連情報の提供や、木

材関連事業者の登録の推進、協議会による教育・広報活動の取組を支援します。

３．地域材の安定供給対策 １４１（２０１）百万円
（１）需給情報共有化対策

川上から川下の関係者、国有林及び都道府県が広域的に連携し、都道府県の境
界を超えた需要見通し、伐採計画、苗木の供給見通し及び原木市況に関する情報
の共有化を図るため、協議会を開催します。

（２）森林認証材普及促進対策
森林認証（FM認証・CoC認証）の取得を促進するため、協議会の設置、認証取得

に向けた合意形成や認証材の分別管理マニュアルの作成等を支援します。

（３）民国連携木材流通対策
広域的な原木流通や多様な木材需要に対応することができるよう、原木流通拠

点として、国有林を核としたストックヤード整備を行い、民有林と国有林の協調
出荷等の推進を通じて、地域材の安定的・効率的な木材流通体制を構築します。

補助率：定額、１／２、３／10

※１、２及び３の一部は委託

事業実施主体：国、民間団体等

お問い合わせ先：
１、２（３）、３の事業

林野庁木材産業課 （０３－３５０２－８０６２）
２の事業 林野庁木材利用課 （０３－６７４４－２１２０）
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森林整備事業（公共）
【１２０，３１３（１２０，２８６）百万円】

対策のポイント
森林吸収量の確保に向け施業の集約化や森林整備の低コスト化を図り、間

伐や路網整備、主伐後の再造林等を推進するほか、条件不利地等における森

林整備を推進します。

＜背景／課題＞

・我が国の豊富な森林資源を循環利用し、安定的な木材の供給体制の構築に資するとと

もに、地球温暖化防止対策としての森林吸収量3.5％の確保に向け、施業の集約化を

図り、間伐や路網整備、主伐後の再造林等を推進するほか、鳥獣害防止施設の整備等

を推進する必要があります。

政策目標
森林吸収量の算入上限値3.5％（平成２年度比）の確保に向けた間伐の実施

（平成25年度から平成32年度までの８年間の年平均：52万ヘクタール）

＜主な内容＞

１．施業の集約化を図り、間伐やこれと一体となった路網の整備、主伐後の再造林等を

推進します。その際、鳥獣害防止施設の設置・改良や、伐採と造林の一貫作業システ

ムの導入等を通じた森林整備の低コスト化を進めながら健全な森林の育成を推進しま

す。

森林環境保全直接支援事業 ２３，１９４（２３，８２０）百万円

林業専用道整備対策 １０，７３３（１０，７３１）百万円

国費率：10／10、１／２、３／10等

事業実施主体：国、都道府県、市町村、森林所有者等

２．奥地水源林や台風等の気象害を受けた森林等であって、所有者の自助努力によって

は適正な整備ができない森林において、公的主体による間伐や針広混交林への誘導、

被害森林の整備などを推進します。

環境林整備事業 ３，２００（ ２，６４３）百万円

水源林造成事業 ２４，８４５（２４，８４５）百万円

国費率：10／10、３／10等

事業実施主体：国、都道府県、市町村、国立研究開発法人森林研究・整備機構等

お問い合わせ先：

林野庁整備課 （０３－６７４４－２３０３（直））

［平成29年度予算の概要］
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農山漁村地域整備交付金（公共）
【１０１，６５０（１０６，６５０）百万円】

対策のポイント
地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減

災対策を支援します。

＜背景／課題＞
・地域の特色を活かした地域活性化を図るためには、地域の創意・工夫によって、生産
現場の強化につながる農林水産業の基盤整備を進めることが重要です。

・また、農山漁村地域において、地震・津波対策はもとより、集中豪雨等の頻発化・激
甚化に対応するためには、防災・減災対策を推進することが必要です。

・このため、都道府県の裁量により事業を実施することが可能な交付金を措置すること
により、強い農林水産業のための基盤づくりを推進する必要があります。

政策目標
○担い手が利用する面積が今後10年間（平成35年度まで）で全農地面積の８割
となるよう農地集積を推進
○二酸化炭素の森林吸収量3.5％の確保等に必要な路網の整備
○海岸堤防等の整備率69％（平成32年度）

＜主な内容＞
１．都道府県又は市町村は、農山漁村地域整備の目標等を記載した農山漁村地域整備計
画を策定し、これに基づき事業を実施します。

２．農業農村、森林、水産の各分野において、農山漁村地域の生産現場の強化や防災力
の向上のための事業を選択して実施することができます。
また、これと一体となって事業効果を高めるために必要な効果促進事業を実施する

ことができます。
農業農村分野：農用地整備、農業用用排水施設整備等
森 林 分 野：予防治山、路網整備等
水 産 分 野：漁港漁場整備、漁村環境整備、海岸保全施設整備等

３．国から都道府県に交付金を交付し、都道府県は自らの裁量により地区毎に配分でき
ます。また、都道府県の裁量で地区間の融通が可能です。
（水産分野の一部事業については、市町村への直接交付も可能。）

国費率：１／２等
事業実施主体：都道府県、市町村等

お問い合わせ先：
農業農村分野に関すること

農村振興局地域整備課 （０３－６７４４－２２００）
森林分野に関すること

林野庁計画課 （０３－３５０１－３８４２）
水産分野に関すること

水産庁防災漁村課 （０３－３５０２－５３０４）

［平成29年度予算の概要］
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農
山
漁
村
地
域
整
備
交
付
金

 

○
 
農
山
漁
村
地
域
の
活
性
化
を
図
る
た
め
、
農
林
水
産
業
の
基
盤
整
備
を
進
め
る
と
と
も
に
、
地
震
・津
波
や
集
中
豪
雨
等
の
頻
発
化
・激
甚
化
に

対
応
し
た
防
災
・
減
災
対
策
を
推
進
す
る
こ
と
が
重
要
。

 

○
 
都
道
府
県
の
裁
量
に
よ
り
、
生
産
現
場
の
強
化
や
防
災
力
の
向
上
に
つ
な
が
る
強
い
農
林
水
産
業
の
た
め
の
基
盤
づ
く
り
を
推
進
。

 

【農
業
農
村
基
盤
整
備
】

 
【水
産
基
盤
整
備
】

 

【海
岸
保
全
施
設
整
備
】

 
【森
林
基
盤
整
備
】 

用
水
路
の
整
備
・更
新
に
よ
り
水
管
理
負

担
を
軽
減
し
農
地
利
用
を
推
進

 
老
朽
化
し
た
た
め
池
の
全
面
改
修
に
よ
り

洪
水
被
害
を
未
然
防
止

 

林
道
等
の
整
備
に
よ
り
効
率
的
な
間
伐

材
等
の
搬
出
を
実
現

 

漁
村
に
お
け
る
津
波
避
難
対
策
（
避
難
地
、

避
難
路
の
整
備
） 

漁
業
作
業
の
効
率
化
と
安
全
対
策
の

 
た
め
の
漁
港
整
備
（岸
壁
改
良
） 

津
波
・高
潮
対
策
と
し
て
の
水
門
の
整
備

 

ほ
場
整
備
に
よ
る
農
業
生
産
性
の
向
上
、

秩
序
あ
る
土
地
利
用
の
推
進

 

           

「農
山
漁
村
地
域
整
備
計
画
」を
都
道
府
県
、
市
町
村
が
策
定
し
て
実
施

 

地
域
の
自
主
性
に
基
づ
き
、
農
・林
・水
に

ま
た
が
る
広
範
か
つ
多
様
な
事
業
を
自
由

に
選
択

 
（
都
道
府
県
が
各
地
区
に
予
算
を
配
分
） 

（関
係
事
務
の
一
本
化
・統
一
化
）
 

農
業
農
村
基
盤
整
備

 
水
産
基
盤
整
備

 
森
林
基
盤
整
備

 
海
岸
保
全
施
設
整
備

 

都
道
府
県
の
裁
量
に
よ
る
弾
力
的
か

つ
機
動
的
な
運
用
が
可
能

 

（農
・林
・水
横
断
的
な
予
算
融
通
が

可
能
） 

自
治
体
は
計
画
・
進
捗
状
況
・
事
後
評

価
を
公
表

 
（客
観
性
・透
明
性
の
確
保
） 

農
山
漁
村
地
域
整
備
と
一
体
と
な
っ
て
、

事
業
効
果
を
高
め
る
た
め
に
必
要
な
効

果
促
進
事
業
の
実
施
が
可
能

 

地
域
の
創
意
工
夫
を
活
か
し
た
農
山
漁
村
地
域
の
総
合
的
な
整
備
の
実
施

 

＋
 

＋
 

＋
 

交
付
金
の
仕
組
み
と
特
徴

 

交
付
金
を
活
用
し
た
事
業
の
実
施
例

 

景
観
に
配
慮
し
た
侵
食
対
策

 
津
波
、
高
潮
に
よ
る
被
害
を
未
然
に
防
ぐ

た
め
海
岸
堤
防
の
整
備
を
推
進

 

藻
場
造
成
に
よ
る
漁
場
の
整
備

 

適
切
な
森
林
整
備
を
通
じ
て
、
多
面
的
機
能

を
維
持
・向
上

 
治
山
施
設
に
よ
る
山
地
災
害
の
未
然
防
止
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